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○複数機関による連携訓練の実施状況一覧
訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関

参 加
人 数

新規OR
継続

1.地方支分
部局関係

中国地方整備局 風水害対策訓練 平成25年5月29日 台風及び前線の影響による暴
風・大雨により鳥取県中部を
中心に被害発生

・天神川堤防決壊
・土砂災害に伴う河道閉塞
（天然ダム）の形成
・直轄国道の通行止め
・台風による施設被害

・即時、即応性の確立に向け
て、人事異動による担当者の変
更に伴う、災害情報の収集・伝
達の手段・方法・系統等、災害
対応に必要な基礎的事項の確認
を主眼として実施
・道路啓開についての運用訓練

・協定締結業者（工事、業務）
との情報伝達訓練
・自治体への情報連絡員（リエ
ゾン）派遣による関係機関との
連携強化と情報共有訓練

・地方公共団体（中国５県、関係市町）
・関係機関（陸上自衛隊、海上保安部、
国土地理院、中国運輸局、気象庁、中国
電力(株)、西日本高速道路㈱、日本放送
協会広島支部）
・その他関係機関（（一社）中国建設弘
済会、（一社）日本建設機械施工協会、
（財）河川情報センター

800 継続

中国地方整備
局、
鳥取県、
鳥取市、
岩美町、
八頭町、
若桜町、
智頭町

千代川水防演習 平成25年6月2日 大型台風の接近及び梅雨前線
の影響による大雨により、千
代川流域で水害や土砂災害が
発生。

○河川の増水による千代川流
域の水害
○降雨による土砂災害の発生
○河川関係：護岸・堤防被害
○道路関係：路面沈下、斜面
崩壊等による通行止め等
○浸水による住民の孤立等

○水防団による水防工法訓練
○洪水時の情報の収集・伝達等
の訓練
○ヘリ保有機関による上空偵
察、孤立者救出訓練
○地元町内会による避難訓練
○水防団が主役の実践的な演習
○地元住民等の参加を積極的に
取り入れた演習
○行政や防災機関が連携する実
践的な演習

※市民参加

○国の機関（中国地方整備局、中国運輸
局、中国管区警察局岡山県情報通信部、
気象庁岡山地方気象台、陸上自衛隊第１
３旅団等）
○地方公共団体（鳥取県、１市４町、２
消防機関）
○関係団体（警察、消防、赤十字、放送
局、電話、電気、ガス　等）
○地元自治会（富桑地区、明徳地区、大
正地区）
○地元学校（鳥取大学、鳥取環境大学）

約1,000 継続

中国地方整備局 地震・津波対策訓練平成25年11月13日 震源：出雲市沖合、浜田市沖
合
震度：６強～６弱
管内の津波：津波高３ｍ

・直轄河川堤防沈下
・津波遡上による道路冠水、
通行止め
・土砂崩落に河道閉塞（天然
ダム）の形成
・道路啓開

・職員の安否確認報告、参集状
況報告
・参集訓練
・災害対策本部、支部の設置訓
練
・所管施設の点検、被害状況報
告
・啓開計画、応急復旧対策工法
立案訓練
・関係機関との各種協定に基づ
く情報共有及び支援体制の確立
・TEC-FORCE派遣訓練
・災害対策機械の出動訓練
・関係機関との情報交換訓練

・地方公共団体（中国５県、関係市町）
・関係機関（陸上自衛隊、海上保安部、
国土地理院、中国運輸局、気象庁、中国
電力(株)、西日本高速道路㈱、日本放送
協会広島支部）
・その他関係機関（（一社）中国建設弘
済会、（一社）日本建設機械施工協会、
（財）河川情報センター

2000 継続

主 催
機 関 名
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訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR
継続

主 催
機 関 名

1.地方支分
部局関係

中国地方整備局
（三次河川国道
事務所）

雪害訓練
（事例：松江自
動車道雪害対応
訓練）

平成25年12月12日 　中国山地上空に強い寒気が
停滞、広島県北部を中心に前
日から断続的な降雪があり、
昼前からさらに降雪が強まる
と予想されていた。
　早朝、松江自動車道の口和
ＩＣ～高野ＩＣ間下り車線に
おいて大型トラック１台と普
通乗用車２台による衝突事故
が発生し上下車線を塞いだた
め、交通が途絶。

区間内を通行していた約５０
０台立ち往生した。ほぼ同時
に事故発生場所の前後で大型
車が雪でスタックし上下車線
を塞いだため、事故処理は難
航。その間降雪は激しさを増
し、立ち往生車両は埋没、自
力での走行が不能となった。

災害図上訓練（ＤＩＧ方式）
①交通事故発生
　・各機関の初動（情報連絡
等）
　・通行止め措置（手段、区間
設定、迂回路等）
②全容判明
　・負傷者の搬送方法
　・事故車両、スタック車両の
処理方法
　・各機関の対応（対策拠点の
設置、災害協定業者、消防団へ
の協力要請等）
　・事故処理の長時間化に伴い
配慮すべき事項（体調不良者、
ガス欠等）
③自衛隊派遣要請～救命救急活
動
　・自衛隊へ要請する支援の内
容
　・派遣要請手続き
　・支援を受けるにあたり各機
関が準備すべき事項（資機材
等）
　・自衛隊と各機関との現地で
の連携方法（状況報告、情報共
有等）

○プレーヤー
島根県警察本部、島根県雲南警察署、広
島県警察本部、広島県庄原警察署、島根
県雲南県土整備事務所、広島県北部建設
事務所、雲南消防本部、備北地区消防組
合、陸上自衛隊１３旅団他
○オブザーバー
島根県、広島県、雲南市、飯南市、三次
市、西日本高速道路(株)、中国地整関係
事務所

57 継続

中国運輸局（国
土交通省総合政
策局物流政策
課）

南海トラフ巨大
地震にも対応し
た救援物資輸送
訓練

平成26年1月20日 ○南海トラフ地震
○四国圏への支援物資につい
て、中国圏に後方支援のため
の集積拠点を設置し、物資輸
送。

四国の太平洋側地域に広範囲
に渡る被害が発生し、四国
圏に十分な支援物資の集積拠
点の設置が困難になったと想
定。

愛媛県向けの支援物資輸送のた
め、広島県内に１ 次物資拠点と
して民間物資拠点を２ 箇所開設
して支援物資の搬入出･仕分け作
業等を行ったうえで、海上･陸上
の２ ルートにより支援物資輸送
を行うとともに、愛媛県内に支
援物資を受け入れるための２次
物資拠点として民間物資拠点を2
箇所開設し、搬入･仕分けを行う
実働･情報伝達訓練を実施。

国土交通省、中国運輸局、四国運輸局、
中国地方整備局、四国地方整備局、広島
県、愛媛県、
（社）広島県トラック協会、（一社）愛
媛県トラック協会、広島県倉庫協会、愛
媛県倉庫協会、
広島県旅客船協会 80

新規

中国地方非常通
信協議会（事務
局：中国総合通
信局）

第７６回全国非
常通信訓練

平成25年11月22
日、27日

各県において設定 通常使用している通信手段の
途絶
地上系電気通信事業者回線の
途絶

市町村～県間の非常通信ルート
による情報伝達訓練
県～内閣府間の非常通信ルート
による情報伝達訓練

国の機関（内閣府、消防庁等）
地方公共団体（５県、関係市町村）
関係団体（中国電力、西日本旅客鉄道、
西日本高速道路、放送事業者等）

100 継続

中国四国農政局 平成２５年度岡
山第２合同庁舎
防災訓練

平成25年11月20日 ○震源：南海トラフ地震
○震度：岡山市北区は、震度
６強の揺れを観測
○津波なし

○岡山県北区岡山第２合同庁
舎９階で建物火災が発生

○本部隊、地区隊の設置訓練及
び連絡訓練
○地震から身を守る訓練
○避難訓練
○事前研修（消火設置の操作方
法設置場所の確認、応急救護方
法）１１月１３日に実施

○国の機関（中国四国農政局、広島入国
管理局岡山出張所、自衛隊岡山地方協力
本部、岡山労働局、中国四国厚生局岡山
事務所、中国四国地方環境事務所）

650 継続
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訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR
継続

主 催
機 関 名

1.地方支分
部局関係

広島湾排出油等
防除協議会連合
会（第六管区海
上保安本部）

広島湾排出油等
防除協議会連合
会机上訓練

平成25年12月6日 事故等による海上への大量油
流出

広範囲な油の流出、沿岸部等
への漂着　等

・対話型机上訓練（グループ
ディスカッション）

※市民参加
（排出油等防除協議会会員）

【広島湾排出油等防除協議会連合会】
○国の機関（海上保安庁、中国運輸局
等）
○地方公共団体（県、市、警察、消防
等）
○関係団体等

87名 継続

山口県北部沿岸
海域排出油等防
除協議会（第七
管区海上保安本
部）

山口県北部沿岸
海域排出油防除
等訓練

平成25年10月23日 仙崎港内を航行中の貨物船の
貨物倉から火災が発生、デッ
ドシップ状態となり、風浪等
により仙崎港内の護岸に打ち
寄せられ、乗組員３名のうち
２名が救命胴衣を着用して海
に飛び込み、１名が自力で陸
岸にたどりつき、１名が海上
を漂流、１名が船内で行方不
明となっている。

船舶火災
船舶からの油の流出、拡散

情報伝達
海中転落者救助
火災船消火
船内負傷者救助
排出油防除

国の機関（仙崎海上保安部）
地方公共団体（市、消防）
その他関係機関（山口県北部沿岸海域排
出油等防除協議会、水難救済会）

80 継続

中国管区警察局
総務監察、広域
調整部高速道路
管理室、西日本
高速道路(株)中
国支社

災害図上訓練
（DIG)

①5/16 千代田
②8/23 津山
③8/28 松江
④9/26 山口
⑤10/7 米子
⑥10/30 福山
⑦11/ 6 広島
⑧11/28 千代田
⑨12/5　周南
⑩2/24(予定)岡山

高速道路上で災害等による重
大事故が発生した場合を想定

豪雨によるのり面災害・地震
による災害の発生に伴う多重
事故、オイルも漏れの被害等
を想定

大規模災害発生時に高速道路上
で起きる各種事象について、災
害図上訓練をとおし、お客様の
100％の安全・安心、高速道路の
早期交通解放などを追求するた
め、各関係機関が相互の能力に
ついて理解を深め、状況判断や
意思決定能力の向上を図ること
により、各組織間の連携・調整
を向上させることを目的として
実施。
○1班10～15名程度のプレイヤー
構成し、2～4班程度で実施

・中国管区警察局　総務監察、広域調整
部　高速道路管理室
・各県高速道路交通警察隊
・消防機関
・行政機関
・医療機関
・レッカー会社
・路線バス会社
・西日本高速道路(株)中国支社
・西日本高速道路パトロール関西(株)
・西日本高速道路メンテナンス中国(株)

1,000 継続

中国・四国９県 中国四国広域図
上訓練

平成26年1月17日 ○南海トラフを震源とする震
度７の地震発生
○四国沿岸部に大津波警報発
表

四国４県は災害対策本部を設
置し、自衛隊等に災害派遣要
請するが、沿岸部を中心とす
る津波被害、建物倒壊、火災
により多数の死傷者が出てお
り、ライフラインや交通機関
にも大きな被害発生。

○カウンターパート制に基づく
連絡員の派遣受け入れ
○四国ブロックで避難者に対す
る支援物資等の所要を算定、把
握し支援要請、中国ブロックで
被災情報や支援ニーズ等を把握
し広域支援の割当調整を行う
○四国ブロック各県で広域受援
体制、中国ブロック各県で後方
支援体制を構築

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口
県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県

180 新規
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訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR
継続

主 催
機 関 名

2.地方公共
団体関係

島根県
（隠岐の島町）

島根県総合防災
訓練

平成25年9月8日 (津波)
　佐渡島北方沖を震源とする
マグニチュード7.85規模の地
震が発生。
　地震のため津波が発生し、
地震発生約2時間30分後に約10
メートル級の津波が襲来。

(風水害)
　山陰沖に停滞していた前線
に暖かくしめった気流が流れ
込んだ影響で、隠岐地区で
は、1時間に100㎜以上、降り
始めからの総雨量が300mmを超
える非常に激しい雨を記録。

(風水害)
　隠岐地区では、各地で河川
の氾濫による浸水や崖崩れ等
の土砂災害が発生し、多数の
負傷者が発生。
　また、土砂や倒木、橋梁等
の流出、道路の冠水等により
孤立する地域が発生。

①津波災害への対応
　○津波警報に伴う住民避難訓練
　　・避難指示の伝達
　　・避難誘導、住民避難
　○救援・救護活動訓練
　　・家屋、車両からの救出
　　・トリアージ、応急処置
②風水害への対応
　○土砂災害への対応
　　・水防
　　・救出・救護
　　・負傷者搬送
　○孤立集落対策
　　・情報収集
　　・ヘリによる救助搬送
③ 共通の対応
　○避難者（所）支援
　　・支援物資搬送
　　・炊き出し
　○ライフラインの復旧
     ・給水、ガス、通信、電力
　○本土側からの救援
     ・航空機等による人員
     ・物資等の輸送

※総合防災訓練

国の機関、自衛隊、海上保安本部、県警
察本部、各消防本部、各医療機関、協定
締結団体
　
　　　　　　　　　　など53機関

約2,500 継続

岡山県 水害特別防災訓
練

平成25年6月3日 平成23年台風第12号 平成21年8月の美作市集中豪雨
や平成24年7月の集中豪雨、ま
た、九州阿蘇地方の集中豪雨
の教訓を踏まえながら梅雨期
の豪雨事象を想定

主な訓練項目
○各種情報の収集・分析・伝達
報告等による情報の共有
○防災体制の段階的移行（強
化）と災害対策本部等の設置・
運営
○避難勧告・指示等の発令･伝達
と避難所の開設等
○災害発生時の人命救助を主体
とした応急対処準備

○県内市町村
○県内消防本部
○防災関係機関（自衛隊、気象台、中国
地方整備局、赤十字、高速道路、電話、
ガス、ＪＲ）

全５２機関

700 継続

岡山県 原子力防災訓練 平成25年10月18日 ○独立行政法人　日本原子力
研究開発機構人形峠環境技術
センターにおける事故トラブ
ルによる災害応急対応訓練。

○六フッ化ウラン詰め替え作
業のため、ブレンディング設
備の調整槽から製品槽へガス
移送中に移送配管から漏洩。
作業員の一部に汚染の可能性
がある。

○オフサイトセンターと県・市
本部との情報連絡・共有体制、
意思決定手順の検証を行う。
○地域防災計画の内容を訓練に
より検証する。

○国の機関（上斎原原子力規制事務所、
陸上自衛隊第１３特科隊）
○地方公共団体（岡山県、鳥取県、鏡野
町、三朝町）
○警察・消防（岡山県警、鳥取県警、津
山圏域消防組合、鳥取中部ふるさと広域
連合消防局）

125 継続

岡山県 図上防災訓練 平成26年1月20日 ○震源：南海トラフ地震
○震度：管内最大震度６強
○津波：津波高：４ｍ程度
（津波警報発令）

○地震による津波
○道路、河川、港湾、空港等
に被害
○火災等発生

○非常参集実施訓練
○災害対策本部代替施設開設訓
練
○本部会議

○県内市
○県内消防本部
○防災関係機関（自衛隊、気象台、中国
地方整備局、海上保安部、赤十字、高速
道路、電話、ガス、ＪＲ　等）

500 継続
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訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR
継続

主 催
機 関 名

2.地方公共
団体関係

広島市 広島市総合防災
訓練

平成26年1月20日 ○震源：南海トラフ地震
○震度：広島市内で最大震度6
弱を観測
○津波：広島県沿岸に津波警
報発令

○広島市全域で建物の倒壊及
び道路、橋りょう並びに護岸
が損壊
○広島市沿岸部では、電気、
通信、ガス、水道のライフラ
インが途絶し、火災や建物倒
壊による死傷者が発生

　発災直後から概ね3日後までに
行われる応急活動を中心に、自
助・共助・公助の役割分担に基
づく実践的な訓練に加え、東日
本大震災の教訓を踏まえた広島
市の取組を実施。
○他市町との連携
○行政職員不在の生活避難場所
の運営
○浸水時の避難
○社会福祉施設との連携

○指定地方行政機関（中国地方整備局、
中国運輸局、広島海上保安部）
○陸上自衛隊（第13旅団第46普通科連隊
等）
○広島県（警察本部、防災航空センター
等）
○指定公共機関（日本赤十字社広島県支
部、中国電力等）
○指定地方公共機関（広島ガス、広島電
鉄）
○自主防災組織（各区連合会）
○その他関係機関（広島県歯科医師会
等）
○広島市　　　　　　　計72機関

3,600 一部継
続
一部新
規

山口県 山口県大規模災
害救助救急機関
等合同実働訓練

平成25年9月19日 ○大型で非常に強い台風が山
口県に接近し、数日前から断
続的に雨が降り続く中、午前
９時、南海トラフを震源とす
る巨大地震（震度５弱～６
強）が発生

○地震や大雨により、大規模
な土砂崩れや家屋の倒壊、火
災、道路・ガス・水道等のラ
イフラインの寸断など、広範
囲にわたり甚大な被害が発生

○現地活動連絡本部を設置し、
各部隊の役割分担等を決定する
とともに、被害状況や救助活動
の状況等の情報を共有
○各部隊の特性を活かしなが
ら、要救助者の捜索・救助活動
を実施
○ヘリコプターによる災害現場
への医師の投入や負傷者の搬送
を実施
○救出現場における医療活動を
実施

○消防本部（局）
○県警察本部
○陸上自衛隊第１７普通科連隊、陸上自
衛隊第１３飛行隊
○医療機関（DMAT)
○県、消防防災航空センター、消防学校
等

約170 継続

3.消防・
警察・
医療関係

浜田市消防本
部、高速道路交
通警察隊、ＪＲ
中国バス、西日
本高速道路㈱千
代田高速道路事
務所

消防署等との合
同訓練

平成25年7月31日 高速道路上でバス火災が発生 浜田道走行中の大型バスから
火災が発生したとの想定.

高速道路上でバス火災が発生
し、関係機関連携し、安全確
保・負傷者救護、初期消火、通
行規制を実施。

○西日本高速道路㈱千代田高速道路事務
所
○浜田市消防本部
○島根県警察高速道路交通警察隊浜田分
駐隊
○ＪＲ中国バス
○西日本高速道路パトロール関西

70 新規

江津邑南消防組
合消防本部、
西日本高速道路
㈱千代田高速道
路事務所、
西日本高速道路
パトロール関西

消防署等との合
同訓練

平成25年8月8日 救急・消防隊の事故現場先着
における初期対応内容

江津道で事故発生し、救急車
両が現地に先着した想定。

初動の事故現場規制、規制材の
講習を実施。

○西日本高速道路㈱千代田高速道路事務
所
○西日本高速道路パトロール関西
○江津邑南消防組合消防本部

30 新規

新見消防本部、
新見市高尾小学
校西日本高速道
路㈱津山高速道
路事務所

ドクターヘリ緊
急搬送訓練

平成25年9月20日 新見市消防本部と合同で「新
見ＩＣ内でのドクターヘリ傷
病者搬送訓練」を実施。

緊急搬送が必要な傷病者が発
生、新見消防本部の要請によ
り、緊急離着陸場に指定され
ている中国道新見ＩＣにドク
ターヘリを降ろし、緊急搬
送。

緊急時のドクターヘリの離着陸
場所選定箇所にされているた
め、今回新見消防本部との合同
訓練でヘリの着陸場所を提供す
ることにより、今後の緊急着陸
に伴う課題の整理を行う。
また、小学生へのドクターヘリ
見学会で、地元小学校へ命を学
ぶ学習の場を提供する。

○西日本高速道路㈱津山高速道路事務所
○新見市消防本部
○川崎医科大学付属病院
新見市高尾小学校児童及び保護者等
○西日本高速道路パトロール関西
○岡山県警察本部交通部高速道路交通警
察隊

115 新規

5



訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR
継続

主 催
機 関 名

3.消防・
警察・
医療関係

北広島町消防本
部、
西日本高速道路
㈱千代田高速道
路事務所、
西日本高速道路
パトロール関西

高速隊・消防署
等との合同訓練

平成25年11月15日 中国道で車両３台の事故。関
係機関の対応連携。

車両３台の事故。車両火災、
閉じ込めあり。負傷者の搬送
が必要。

事故対応の関係機関の連携。消
防による閉じ込め者の救出。

○西日本高速道路㈱千代田高速道路事務
所
○西日本高速道路パトロール関西
○広島県警察高速道路交通警察隊
○北広島町消防本部

30 新規

4.ライフ
ライン
関係

西日本高速道路
(株)中国支社

緊急即応訓練２
０１３

平成25年9月26日 ○山口県北部で震度６強の直
下型地震

○中国道では山口・広島県境
で大規模被災のため、通行不
能（本線橋梁部で段差発生、
本線切土が崩落）
○広島県側から緊急輸送路の
確保として山陽道の通行確保
要請

○地震発生に伴う本線通行止め
規制訓練
○橋梁段差部の緊急対応及び乗
り越え訓練
○切土崩壊箇所の応急復旧訓練
○光ケーブル断線の復旧訓練
○衛星車、無人ヘリによる情報
収集訓練

○山口県警察本部 高速道路交通警察隊
○西日本高速道路㈱周南高速道路事務所
○西日本高速道路メンテナンス中国㈱
○西日本高速道路エンジニアリング中国
㈱
○西日本高速道路パトロール関西㈱
○西日本高速道路ファシリティーズ㈱

84 新規

KDDI広島テクニ
カルセンター

事業者間伝送路
相互バックアッ
プ訓練

平成25年1月15日 ○南海トラフ地震を想定 ○広島～福岡間のソフトバン
ク伝送路が被災

○事業者間連携による伝送路迂
回による救済
○各社連絡体制
○救済措置依頼の連絡対応
○伝送路迂回手順の検証

○KDDI
○ソフトバンクモバイル

20名 新規

KDDI広島テクニ
カルセンター

携帯無線基地局
の土砂災害を想
定した合同復旧
訓練

平成25年4月19日 ○自然災害（台風、豪雨、地
震など）による土砂災害

○土砂崩れによりKDDI携帯基
地局およびエネルギアコム引
き込みケーブルが被災し通信
断となる。

○車載に搭載した移動無線基地
局を活用しサービス復旧させる
○車載基地局を活用した復旧対
応を行うための的確な情報伝達
○仮設ケーブルの敷設、接続手
順の検証

○KDDI広島テクニカルセンター
○エネルギア・コミュニケーションズ

20名 新規

KDDI広島テクニ
カルセンター

事業者間伝送路
相互バックアッ
プ訓練

平成25年11月26日 ○東南海トラフ地震を想定 ○広島～高松間のKDDI伝送路
が多数断となり通信サービス
に影響が発生

○事業者間連携による伝送路迂
回による救済
○各社連r九体制
○救済措置依頼の連絡対応
○伝送路迂回手順の検証

○KDDI
○エネルギア・コミュニケーションズ
○STNet

15名 新規

KDDI広島テクニ
カルセンター

広島県　携帯電
話通信確保訓練
（県庁駐車場で
の車載基地局設
営訓練）

平成25年11月28日 南海トラフを震源地とした
M9.0巨大地震発生
広島市：震度6弱

○広島県庁周辺の津波による
浸水は、1m未満
○広島県下の停電軒数 約
120,000軒
○固定電話不通回線数　約
77,000回線
○広島市・県西部　au基地局
120局停波・停電多数
○県庁をカバーしているau基
地局停波

○広島県庁の駐車場で車載基地
局を立ち上げau携帯電話の通信
を確保する。
○連絡体背の確立
○衛星通信が補足可能場所の確
認

○広島県危機管理監　危機管理課
○KDDI広島テクニカルセンター

10名 新規

中国簡易ガス事
業防災会

簡易ガス事業緊
急出動訓練

平成25年12月4日 島根県東部を震源地とした震
度6弱の地震が発生

松江市宍道町にある簡易ガス
団地を中心に、一部住宅建物
の損壊及び道路等に亀裂が生
じ、埋設ガス管が数カ所で破
損し、ガス漏れも発生してお
り、二次災害が懸念される。

団地住民からの通報により、被
災事業者が緊急出動したが、自
社による早期復旧が困難と判断
し、中国簡易ガス事業防災会に
応援を要請。県内事業者からの
応援を得て、住民に対する広報
活動、導管復旧作業、閉開栓作
業を実施。
○「炊き出しセット」による炊
き出しのデモも併せて実施。

○島根地域防災会２０社
○その他中国簡易ガス事業防災会会員８
２名が見学

59名 継続
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○複数機関による連携訓練の実施予定一覧
訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関

参 加
人 数

新規OR
継続

1.地方支分
部局関係

中国地方整備
局、
島根県、
出雲市、
雲南市、
松江市、
安来市、
大田市、
奥出雲町、
飯南町、

斐伊川総合水防
演習・島根県総
合防災訓練

平成26年5月24日 大型台風の接近及び梅雨前線
の影響による大雨により、斐
伊川流域で水害や土砂災害が
発生。

○河川の増水による斐伊川流
域の水害
○降雨による土砂災害の発生
○河川関係：護岸・堤防被害
○道路関係：路面沈下、斜面
崩壊等による通行止め等
○内水氾濫による浸水被害
○増水による中洲での孤立等

○水防団による水防工法訓練
○洪水時の情報の収集・伝達等
の訓練
○ヘリ保有機関による上空偵
察、孤立者救出訓練
○地元町内会による避難訓練
○水防団が主役の実践的な演習
○地元住民等の参加を積極的に
取り入れた演習
○行政や防災機関が連携する実
践的な演習

○国の機関（中国地方整備局、中国管区
警察局島根県情報通信部、気象庁松江地
方気象台、陸上自衛隊第１３偵察隊等）
○地方公共団体（島根県、５市２町、３
消防機関）
○関係団体（警察、消防、赤十字、放送
局、電話、電気、ガス　等）
○地元自治会（川跡地区）
○地元学校（島根大学、北陽小）

約1,900
(前回：
H12）

継続

中国地方整備局 風水害対策訓練 平成26年5月28日 台風及び前線の影響による暴
風・大雨により広島県北部、
島根県を中心に被害発生

・直轄河川堤防決壊
・土砂災害に伴う河道閉塞
（天然ダム）の形成
・直轄国道の通行止め
・台風による施設被害

・即時、即応性の確立に向け
て、人事異動による担当者の変
更に伴う、災害情報の収集・伝
達の手段・方法・系統等、災害
対応に必要な基礎的事項の確認
を主眼として実施
・道路啓開についての運用訓練
・協定締結業者（工事、業務）
との情報伝達訓練
・自治体への情報連絡員（リエ
ゾン）派遣による関係機関との
連携強化と情報共有訓練

・地方公共団体（中国５県、関係市町）
・関係機関（陸上自衛隊、海上保安部、
国土地理院、中国運輸局、気象庁、中国
電力(株)、西日本高速道路㈱、日本放送
協会広島支部）
・その他関係機関（（一社）中国建設弘
済会、（一社）日本建設機械施工協会、
（財）河川情報センター

800 継続

中国地方整備局 地震・津波対策訓練平成26年11月上旬 震源：南海トラフ地震
震度：６強～６弱

・直轄河川堤防沈下
・津波遡上による道路冠水、
通行止め
・土砂崩落に河道閉塞（天然
ダム）の形成
・道路啓開

・職員の安否確認報告、参集状
況報告
・参集訓練
・災害対策本部、支部の設置訓
練
・所管施設の点検、被害状況報
告
・啓開計画、応急復旧対策工法
立案訓練
・関係機関との各種協定に基づ
く情報共有及び支援体制の確立
・TEC-FORCE派遣訓練
・災害対策機械の出動訓練
・関係機関との情報交換訓練

・地方公共団体（中国５県、関係市町）
・関係機関（陸上自衛隊、海上保安部、
国土地理院、中国運輸局、気象庁、中国
電力(株)、西日本高速道路㈱、日本放送
協会広島支部）
・その他関係機関（（一社）中国建設弘
済会、（一社）日本建設機械施工協会、
（財）河川情報センター

2000 継続

中国地方整備局
（管内道路関係
事務所）

雪害訓練 平成26年10月～11
月予定

　中国山地上空に強い寒気が
停滞し、断続的な降雪があ
り、衝突事故・スタック車両
が発生し上下車線を塞いだた
め、交通が途絶。

※実施場所は未調整

衝突事故及び大型車のスタッ
クにより、立往生が発生し、
事故処理及び除雪作業が難
航。その間降雪は激しさを増
し、立ち往生車両は埋没、自
力での走行が不能となった。

※被害想定は未調整

災害図上訓練（ＤＩＧ方式）な
ど災害等発生における対応
　・各機関の初動（情報連絡
等）
　・通行止め措置（手段、区間
設定、迂回路等）
　・負傷者の搬送方法
　・事故車両、スタック車両の
処理方法
　・各機関の対応
　・事故処理の長時間化に伴い
配慮すべき事項
　・自衛隊支援要請等連携　な
ど

※訓練概要は未調整

警察関係機関、消防関係機関、陸上自衛
隊１３旅団他、関係県、市、西日本高速
道路(株)、中国地整関係事務所など

※参加機関は未調整

未定 継続

主 催
機 関 名
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訓 練 名 実 施 時 期 訓 練 の 想 定 被 害 想 定 訓 練 の 概 要 ・ ポ イ ン ト 参 加 機 関
参 加
人 数

新規OR
継続

主 催
機 関 名

1.地方支分
部局関係

中国地方非常通
信協議会（事務
局：中国総合通
信局）

第７７回全国非
常通信訓練

平成26年11月予定 各県において設定 通常使用している通信手段の
途絶
地上系電気通信事業者回線の
途絶

市町村～県間の非常通信ルート
による情報伝達訓練
県～内閣府間の非常通信ルート
による情報伝達訓練

国の機関（内閣府、消防庁等）
地方公共団体（５県、関係市町村）
関係団体（中国電力、西日本旅客鉄道、
放送事業者等）

100 継続

備讃海域排出油
等防除協議会連
合会（第六管区
海上保安本部）

備讃海域排出油
等防除協議会連
合会実働訓練

平成26年2月19日
（予定）

事故等による海上への大量油
流出

広範囲な油の流出、沿岸部等
への漂着　等

・対話型机上訓練（グループ
ディスカッション）

※市民参加
（排出油等防除協議会連合会会
員）

【備讃海域排出油等防除協議会連合会】
○国の機関（海上保安庁、中国運輸局
等）
○地方公共団体（県、市、警察、消防
等）
○関係団体等

約100名 継続

2.地方公共
団体関係

鳥取県 平成26年度鳥取
県水防訓練

平成26年5月予定 台風の影響により暴風・大雨
のため県西部地区で被害が発
生

○河川の越水
○浸水被害
○大雨による人的被害
○堤防からの漏水
○堤防法面の深掘れ
○倒壊家屋の発生
○中州に孤立（逃げ遅れ）

○各種工法訓練
○上空監視訓練
○河川巡視訓練
○防災車両出動訓練
○救護所設置訓練
○負傷者救助訓練
○排水訓練
○避難、誘導訓練
○炊飯訓練
○倒壊家屋からの救助訓練
○孤立者救助訓練
○架柱橋架設訓練
○水防伝達訓練

○国の機関（日野川河川事務所、陸上自
衛隊第八普通科連隊）
○地方公共団体（１県、９市町村、県
警、西部消防局等）
○関係団体（日赤、日赤奉仕団、建設業
協会、土木防災・砂防ボランティア、関
係自治会等）

650 継続

島根県 平成26年度島根
県総合防災訓練

平成26年10月下旬
～11月中旬で調整
中

地震・津波の想定で調整中 調整中 調整中

　※総合防災訓練

調整中 － 継続

山口県防災会
議、宇部市防災
会議、山陽小野
田市防災会議、
美祢市防災会議

２０１４年山口
県総合防災訓練

平成26年8月最終週
の日曜日

調整中 調整中 調整中

※総合防災訓練

調整中 － 継続

3.消防・
警察・

医療関係

中国管区警察局

島根県警察

平成26年度中
国・四国管区合
同広域緊急援助
隊等災害警備訓
練

平成２６年
１１月５日・６日

島根県における大規模地震及
び津波の発生を想定
（原子力災害を加える）

○地震による多重事故
○地震による建物等の倒壊
○地震による津波
○地震による河川氾濫
○地震による原子力災害

○情報収集・広報訓練
○避難誘導訓練
○道路啓開訓練
○原子力災害訓練
○被災家屋等からの救出・救助
訓練
○現地指揮本部運用訓練
○救護所運用訓練
○検視・遺族対応訓練
○漂流者の捜索・救助訓練

○陸上自衛隊
○海上保安部
○消防機関
○日本自動車連盟
○警備業組合
○医師会・歯科医師会
○ＤＭＡＴ
○地域住民・児童

800 継続
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